
（平成２２年２月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本国民年金 事案 515 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号  ： 

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年３月まで 

    申立期間当時、婦人会が国民年金保険料の集金を行っていた。申立期間

の保険料については、集金人に納付したか、あるいは後でまとめて納付し

たかはっきりとは覚えていないが、いずれにしても、私が妻の分と一緒に

納付していた。妻の年金記録が納付済みとなっているのに、私の年金記録

が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き国民年金保険料を

すべて納付している上、申立人の妻は保険料を完納しており、申立人及びそ

の妻の保険料の納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間は 12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、自分

が家計の管理を行い、いつも夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたと

主張しているところ、申立人の妻は申立期間に相当する期間の保険料を特例

納付しており、申立人及びその妻の生活状況に大きな変化は見られないこと

から、申立人のみが未納とされているのは不自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 516 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年 10月から同年 12月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められるとともに、53 年１月から

同年９月までの国民年金保険料については、免除されていたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 10月から同年 12月まで 

           ： ② 昭和 52年１月から 53年９月まで 

    申立期間当時は、専門学校に通学しており、入学した年の冬休みの昭和

51 年 12 月ごろに市役所で国民年金の加入手続を行い、申立期間①の国民

年金保険料を納付した後、市役所職員から保険料の免除制度があることを

聞いて、申立期間②について免除の申請手続を行った。 

    申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、短期間であり、申立人の国民年金手帳記号番号は、

昭和 53 年４月に払い出されていることが推認され、その時点で当該期間の国

民年金保険料は納付できる期間である上、申立人の保険料の納付状況は具体

的であり、納付したとする保険料額も当時の保険料額とおおむね一致するこ

とから、保険料を納付したものと考えるのが自然である。 

   申立期間②について、申立人は、国民年金の加入手続を行った後、市役所

職員に今後の国民年金保険料の納付が困難な事情を述べたときに、保険料の

申請免除制度がある旨教示を受け、その場で保険料の免除申請の手続を行っ

たと主張しているとおり、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時

点で、保険料の免除申請ができる期間は、申請のあった日の属する月前にお

ける直近の基準月からであることから、申立人は 53 年１月からの保険料につ

いて免除申請の手続を行った可能性が高いと考えられる。 

   一方、申立期間②のうち、昭和 52 年１月から同年 12 月までの期間につい



ては、国民年金手帳記号番号の払い出された時点において、国民年金保険料

の免除申請の手続は困難であったものと考えられる上、申立人に対して、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当

たらないとともに、当該期間に係る保険料が免除されていたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の国民

年金保険料を納付していたものと認められるとともに、申立期間②のうち、

昭和 53 年１月から同年９月までの国民年金保険料を免除されていたものと認

められる。 



熊本厚生年金 事案 324（事案 226の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録について、申立期間のうち、

平成 13 年１月から 15 年３月までの期間については 20 万円に、15 年４月か

ら 17年８月までの期間については 24万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年 12月１日から 18年１月１日まで 

    Ａ社における標準報酬月額の記録は、給与明細書に記載された給与額と

相違している。給与明細書に基づき、申立期間の標準報酬月額を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、①申立人が申立期間に係る保険料を事

業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料が

無く、申立人のＡ社におけるオンラインの標準報酬月額の記録が、申立人の

主張している標準報酬月額と相違していることが確認できないこと、②同社

は、申立期間当時の賃金台帳等の資料を保管していないため、申立内容を確

認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないこと、③事業主は、「申立期

間当時、どのような報酬月額に基づいて標準報酬月額を算定したのか不明で

あり、申立人と同様の業務に従事する社員はいるものの、報酬が同じ者はい

ない。」と回答している上、申立人の同僚からも申立人の報酬額について、

証言を得ることができないことなどの理由から、既に当委員会の決定に基づ

く平成 21 年７月８日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

   今回、申立人は、申立期間の給与額と標準報酬月額の相違について申し立

てており、その主張する標準報酬月額に基づく保険料控除を示す資料として



新たに平成 12年 12月から 17年 12月までの給与明細書を提出している。 

   このことから、申立人は、給与明細書に記載されている保険料を事業主に

より給与から控除されていたものと認められるが、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づ

き標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これ

らの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

   したがって、申立人の標準報酬月額については、給与明細書において確認

できる保険料控除額から判断すると、申立期間のうち、平成 13 年１月から

15 年３月までの期間については 20 万円、16 年 10 月から 17 年８月までの期

間については 24万円とすることが妥当である。 

   また、給与明細書において確認できる報酬月額から判断すると、申立期間

のうち、平成 15 年４月から 16 年９月までの期間については、24 万円とする

ことが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人の申立期間に係る報酬月額の届出を社会保険事務所（当時）

に対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料についても、過

少な納付であったことを認めていることから、事業主は、申立人の給与明細

書で確認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人が主張する標準報酬月額に基づく

保険料の納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

   一方、申立期間のうち、平成 12 年 12 月及び 17 年９月から同年 12 月まで

の期間については、申立人の保険料控除額及び報酬月額のそれぞれに基づく

標準報酬月額のいずれか低い方の額がオンライン記録上の標準報酬月額と同

額であることから、当該期間は、特例法に規定する未納保険料があった期間

（特例法により記録が訂正され、保険給付の対象に算入される期間）とは認

められないため、あっせんは行わない。 



熊本厚生年金 事案 325 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失日

に係る記録を平成 18 年６月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 17 万

円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 59年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 18年５月 31日から同年６月１日まで 

    Ａ事業所に勤務していた平成 18 年５月について、給与から 18 年５月分

の厚生年金保険料を控除されているので、資格喪失年月日を 18 年５月 31

日から同年６月１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ａ事業所が保管する平成 18 年の賃金台帳及び平成

18 年度の出勤簿により、申立人は、申立期間において同事業所に勤務し、厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間に係る標準報酬月額については、Ａ事業所が保管する申立

人に係る賃金台帳の平成 18 年５月分給与総額、保険料控除額及び 18 年４月

のオンライン記録から、17万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人の厚生年金保険資格喪失届の資格喪失日を誤って提出し、申

立人の申立期間に係る保険料を納付していないと認めていることから、これ

を履行していないと認められる。 



熊本国民年金 事案 517 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年２月から 46 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年２月から 46年３月まで 

    申立期間当時、父親又は母親が国民年金の加入手続を行い、国民年金保

険料を納付していたはずである。申立期間の国民年金保険料が未納とされ

ていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人の父親又は母親が申立人の国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付していたと主張しているところ、申立人の

父親及び母親は既に死亡している上、申立人自身は国民年金の加入手続及び

保険料の納付に関与していないため、国民年金の加入状況及び保険料の納付

状況が不明である。 

   また、申立期間当時、申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出され

た形跡はうかがえず、平成 13 年 10 月に加入手続が行われるまでは、申立期

間は未加入期間とされていたと推認されることから、申立人は申立期間の国

民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

   さらに、申立人の父親又は母親が申立期間の国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人の保

険料を納付していたことを示す周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



熊本国民年金 事案 518 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から 49 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年４月から 49年３月まで 

    国民年金保険料の未納は無いと思っていたが、申立期間の保険料が未納

とされており驚いている。 

    申立期間の国民年金保険料をいつ、いくら、どこで納付したのか覚えて

いないが、未納は無いと確信しているので、未納とされていることに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金保険料の未納は無いと確信していると主張しているが、

保険料の納付時期、納付額、納付場所、納付方法、納付後領収書等の領収が

確認できる資料を受け取ったかなどについて記憶していないため、保険料の

納付状況が不明である。 

   また、Ａ市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿では、申立期間直後

の昭和 49 年４月から 51 年３月までの２年間の国民年金保険料が 51 年７月

31 日に過年度納付されていることが確認できるが、申立期間の保険料につい

ては、オンライン記録と同様に未納となっているとともに、この時点では、

時効により納付できなかった可能性が高いものと考えられる。 

   さらに、申立期間に係る申立人の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料が納付されたこと

をうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したものと認めることは

できない。 



熊本厚生年金 事案 326 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年 10月５日から８年１月５日まで 

    Ａ社に勤務した申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において同社に勤務していたことは間違いないので、厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した平成７年分の所得税源泉徴収簿の写しから、申立人が申立

期間において同社に勤務していたことが確認できる。 

   しかし、同所得税源泉徴収簿によると、申立期間の給与が支給されている

ことは確認できるものの、当該給与から厚生年金保険料は控除されていない

ことが確認できる。 

   また、申立人の雇用保険の資格取得日は厚生年金保険の記録と一致してい

る上、Ａ社は、申立期間当時、３か月の試用期間を設けており、この期間は

従業員を厚生年金保険には加入させず、給与から保険料を控除していないと

回答している。 

   さらに、申立人と同時期にＡ社に勤務していた従業員１人は、同社には３

か月間の見習期間があったと証言しているところ、当該同僚が入社したとす

る時期は平成８年７月であるものの、オンライン記録によると、厚生年金保

険被保険者としての資格取得日は同年 10月であることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


